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分担研究報告書 

 

防災計画・地域医療計画と病院業務継続計画との関連に関する研究 

 

研究分担者  伊藤弘人 （独）労働者健康安全機構 本部研究ディレクター 

              （Healthcare BCPコンソーシアム） 
 

 

研究要旨：国や自治体が策定する防災計画・地域医療計画と病院が策定する業務継続計画は、主体が異

なるために独立して整備が進められてきた。本報告の目的は、防災計画・地域医療計画と病院業務継続

計画との関連性や可能性を模索するために、災害の高齢者への影響の分析と日米での取り組み事例の収

集に基づき、我が国で求められる地域医療の在り方を考察することである。方法：調査は、公表資料の

収集・分析、インターネット検索および有識者へのヒアリングに基づいて行われた。（１）災害におけ

る高齢者への影響の分析、および（２）地域での災害への影響を抑える病院が関係する日米の事例を収

集した。結果：（１）我が国が近年経験した地震および風水害において、被災者に占める高齢者の割合

は、当時の住民の高齢者割合より高かった。（２）米国では各地域での医療・介護連携（Healthcare 

Coalition）の強化の必要性が認識されていた。我が国において、労働者健康安全機構、日本赤十字社お

よび日本災害リハビリテーション支援協会において先進的な事例の存在が認められた。まとめ：本研究

結果は、災害拠点病院は地域密着型病院への災害への平時の備えを促し、地域密着型病院は地域の医

療・介護組織やボランティア組織など様々な地域組織との連携を通して災害への平時の備えを促す役割

が期待されていることを示唆している。 

 

研究協力者 

丸山嘉一：日本赤十字社災害医療統括監

（Healthcare BCPコンソーシアム） 

野口英一：戸田中央医科グループ災害対策特別

顧問（Healthcare BCPコンソーシアム） 

有賀徹：労働者健康安全機構理事長 

（Healthcare BCPコンソーシアム） 

 

Ａ．研究目的 

 病院の業務継続計画（Business Continuity 

Plan: (BCP)とは、災害などの緊急事態が発生し

たときに、組織の損害を最小限に抑え、事業

（業務）の存続や復旧を図るための計画を意味

する。なお、一般に事業は営利目的を、業務は

非営利目的の活動を指すため、本報告書では「業

務」という語を用いる。我が国では、2005年か

ら、民間事業者向けの BCPの策定が、情報セキ

ュリティ分野（経済産業省）や地震を想定した

全般的ガイドライン（内閣府）などで始まった。

2013年の災害対策基本法改正で全般的ガイド

ライン第 3版（内閣府）が示されたものの、医

療組織で業務存続が意識されるようになったの

は平成 29（2017）年に災害拠点病院の要件とな

り、BCP策定が義務化された平成 31年(2019)
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年度からである。 

 一方、国や自治体が進める防災計画は、災害

対策基本法制定（1961年）に始まり、2013年

の改正では、避難行動要支援者名簿が規定され、

また地区防災計画制度も整備された（スタート

は 2014年度）。 

 注目すべきことは、病院などでの個別組織の

BCPと、国や自治体が策定する防災計画は、主

体が異なることから、独立して整備が進められ

てきたことにある。災害時にはどちらも運用が

開始されるため、日ごろから連動・連携がなさ

れれば相乗効果が期待できそうであるが、これ

まで両者の関係を考察することは稀であった。 

本報告の目的は、防災計画・地域医療計画と

病院業務継続計画との関連性や可能性を模索す

るために、災害の高齢者への影響の分析と日米

での取り組み事例の収集に基づき、我が国で求

められる地域医療の在り方を考察することであ

る。わが国は超高齢社会を迎えており、特に高

齢者に焦点を当てて考察する。 

 

Ｂ．研究方法 

調査は、公表資料の収集・分析、インターネ

ット検索および有識者へのヒアリングに基づい

て２つのアプローチで行われた。 

第 1 に、国内の既存資料を総合し、災害にお

ける高齢者への影響を分析した。対象とする災

害を、地震および風水害とし、被災者（災害関

連死を含む死亡）の年齢構成と、発災時の被災

地域の年齢構成を把握している出版物をインタ

ーネットやヒアリングを通して収集して比較を

した。 

第 2 は、地域での災害への影響を抑える病院

が関係する日米の事例を収集した。まずインタ

ーネットを通じて、災害（disaster）、レジリエ

ンス（resilience）、病院（hospital）および業務

継続計画（business continuity plan）をキーワー

ドで検索した。また、有識者へのヒアリングを

行い、各組織で実務的に取り組んでいる事例を

収集した。ヒアリングは、労働者健康安全機構、

日本赤十字社、日本災害リハビリテーション支

援協会、Healthcare BCPコンソーシアムに対し

て実施した。 

（倫理面への配慮） 

本研究では、直接利用者に調査をする手法を

とっていない。ただし、研究を遂行する上で、

倫理的側面を充分に配慮しながら実施した。な

お、本研究分担・協力者は、ヒアリングを行っ

た組織のいずれかに所属している。 

 

Ｃ．研究結果（資料参照） 

１．地震による被害・想定被害 

 我が国がこれまでに経験した地震に関する被

害者数および今後想定されている地震での最大

被害者数を図 1 に示す。円の面積が規模を示し

ており、今後想定される首都直下型・南海トラ

フ・日本海溝・千島海溝での地震での最大想定

被害（府省庁発表）は、阪神・淡路大震災や東

日本大震災を超えていた。 

 

図 1．我が国における経験・想定地震の被害 

脚注：*最大想定  円の面積＝規模 
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    M: magnitude（マグニチュード） 

 

 

２. 地震・風水害で高齢者での被災割合が高い 

 近年我が国が経験してきた地震と風水害にお

いて、被災者に占める高齢者割合を表 1に示す。

たとえば、東日本大震災において、被害者男性

における 60 歳以上の高齢者の割合は 63.6%で、

これは被災 3 県における当時の高齢者の人口構

成割合（28.8%）より高かった 1)。 

 風水害においても、同様に被災者に占める 65

歳以上の高齢者の被災割合は、同時期の高齢者

割合よりも高かった 2-4)。 

 

表 1. 地震および風水害における高齢者被害 

 基準年 

高齢者割合（%） 

A/B 
A: 被災

者 

B: 同地

域前年 

阪神淡路大震災 

（60歳以上）* 
1995 

男 55.0 17.4 3.16 

女 60.9 21.6 2.82 

東日本大震災 

（60歳以上）* 
2011 

男 63.6 28.8 2.21 

女 66.7 35.1 1.90 

風水害 

（65歳以上）** 

1999～2003 36.51)※ 17.9※ 2.04 

2004～2016 54.81)※ 23.2※ 2.36 

2017 70.72) 27.7 2.55 

2018 58.93) 28.1 2.10 

*有賀らの研究 1)   **牛山らの研究 2-4) 

 

同様の傾向は米国でも報告されていた 5-7)。ハ

リケーン・カトリーナ／リタ（2005）では、死

亡者に占める 65 歳以上の割合は 71% (75 歳以

上では 47%)であった（当時の人口構成で 60歳

以上は 15%）。 

 

３．米国：Healthcare Coalition (HCC) 

アメリカでは、2001 年 9 月 11 日に発生した

アメリカ同時多発テロ事件以降、自然災害を含

む災害への備えに関する検討が重ねられてきた。

なかでも、ジョンズ・ホプキンス大学ブルーム

バーグ公衆衛生大学院／健康安全保障センター

健康安全保障プロジェクトチーム（主任研究

者：Eric Toner, MD）の報告書は注目に値する 8)。

このチームでは、パンデミック・オールハザー

ド事前準備法（ Pandemic and All-Hazards 

Preparedness Act）の改正のタイミングで、重

大な疾病や傷害の原因となり得る、全米で対策

が必要な災害を 4 つのタイプに分類し、必要な

備えの提言を行った（表 2）8)。 

 

表 2. 災害のタイプと必要な備え 

医療機能 タイプ 事例 必要な備え 

残存 

比較的小

規模な傷

病事案 

竜巻、銃乱射、

限局地域での

感染症 

医療・介護連携* 

複雑な集

団災害事

象 

ボストンマラ

ソン事件、限局

的なバイオ・テ

ロ、致死的感染

症の限局的ア

ウトブレイク 

複数の災害医療の

拠点病院 

複数の医療・介護

連携* 

一部被災 

（救急患

者の一時

的増加） 

大規模自

然災害 

ハリケーン・カ

トリーナ、中規

模地震 

複数の医療・介護

連携* 

地域のレジリエン

ス 

連邦政府 

壊滅的な

被災 

医療・介護

壊滅的大

災害事象 

核爆発、大規模

バイオテロ、大

地震 

被災地外からの調

整・資源 

Tonerら 8)     *Healthcare Coalition (HCC) 

 

ここで「医療・介護連携」とした Healthcare 

Coalition (HCC) は、2002年から、病院災害対

策の一環として、急性期病院、地域の公衆衛生

組織、地域の救急医療サービス提供者、緊急事

態管理組織等から構成される地域の組織を意

味する 8-10)。なお、病院災害対策（HPP: Hospital 

Preparedness Program)とは、災害対策におけ

る政府のコントロールタワーである事前準

備・対応担当次官補局（ASPR）内のプログラ

ムで、医療体制の備えに関する連邦政府唯一の

予算事業である。 
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米国全土での HCC（医療・介護連携）への

加盟率は、急性期病院の 92%、公衆衛生組織

の 90%、救急マネジメントサービスの 82%そ

して救急医療サービスの 42%と報告されてい

る（2020年 6月末）11)。 

前述したジョンズ・ホプキンス大学のチーム

では、あらゆるタイプの災害における健康維持

への悪影響に対する国のレジリエンスを強化す

るために、次の 5つの事項を推奨していた 8)。 

 

1. HCCの発達・成熟に焦点を当てながら、病院災害

対策を支援 

2. 地域の災害医療団（ボランティア）と全米災害医

療システムの各単位について、各地におけるそれ

ぞれの HCCとの統合を推進 

3. 各地域のレベルで「レジリエンスの文化」を推進

するために新しいプログラムを開始 

4. 「災害拠点病院」のネットワークを創設 

5. 壊滅的大災害事象への備えに焦点を当てた新プロ

グラムの事前準備・対応担当次官補局での創設 

*HCC: Healthcare coalition（医療・介護連携） 

 

なお、医療・介護連携（HCC）を含む病院災

害対策（HPP）の予算は、設立時（2002年）か

ら 16年間で 56%減少した 12)。HCC（医療・介

護連携）組織での教育・訓練を進める障壁とし

ては、保健医療専門職の中で、随所での支援、

インセンティブと要件がないことが指摘されて

いる 13)。また病院幹部の存続的なリーダシップ

の重要性も論じられている 14)。 

 

４．我が国での取り組み例 

 既存資料の精査および有識者へのヒアリング

の結果、防災計画・地域医療計画と病院業務継

続計画との連動に関して我が国で注目すべき事

例が 3つの組織で確認することができた。 

 なお、それぞれの特徴を理解する枠組みとし

て、病院と地域とを 3 層に整理した図 2 を用い

た。病院は、地域の医療・介護連携組織との連

携が考えられる。さらに地域の多様な関係者（基

層）との連携が想定できる。 

 

 

図 2．病院と地域との関係の模式図 

 

 

1) 労働者健康安全機構 

1-1) 和歌山ろうさい病院 

独立行政法人 労働者健康安全機構 和歌山ろ

うさい病院では、「新型コロナウイルス」対策に

関する訪問研修を感染管理認定看護師が行うこ

とで、病院の持つ技術やノウハウを地域組織へ

技術移転する取り組みが進められていた。対象

施設には、介護施設が含まれており、これは医

療・介護連携を通して、介護施設が「感染症」

という災害に対する対応技術・経験を高めるこ

とを意味する。 

また、学校・保育園・幼稚園などへの出張研

修は、医療・介護連携を超えた、地域での「基

層」ともいうべき構成施設へも技術移転がなさ

れていることを示唆していた。 

1-2) 愛媛労災病院 

愛媛労災病院では、地域の医療施設との間で

の相互連携で評価される診療報酬（感染防止対

策地域連携加算）の考え方を拡張し、介護施設

との連携を強化していた。これは、日頃の医療・
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介護連携の取り組みと連動するように実施され

ていた。具体的には、看護部と介護施設職員と

の意見交換会（年 2回）、認定看護師による介護

施設・訪問看護施設職員研修会 （年 6回）、症

例ごとにケアマネージャー、施設職員とカンフ

ァレンス（介護支援連携指導料）、看護部長・連

携室師長の介護施設・訪問看護施設への訪問が

行われていた。 

 

2) 日本災害リハビリテーション支援協会 

 一般社団法人 日本災害リハビリテーション

支 援 協 会 （ Japan Disaster Rehabilitation 

Association Team: JRAT）は、東日本大震災を

契機に活動が始まり、2020年に法人化した組織

である 15-17)。全国組織である JRAT には、各都

道府県に災害リハビリテーション支援チームを

派遣・展開できる JRAT機関として「地域 JRAT」

を設立・組織化している 16)。 

 この地域 JRATの目的は、「都道府県単位で組

織化されたもので、その都道府県を代表して、

平時には災害リハビリテーションチームの育成、

関係各機関・団体との連携強化および地域住民

への教育・啓発等、防災・減災活動を実施する

とともに発災時には組織的かつ直接的支援を行

う核となる」とされている 15,16)。地域での「代

表性」を表明していることは、地域 JRAT の特

徴である。JRAT の活動の原則として、「助言は

しても、直接的リハビリテーションサービスの

提供は行わず、速やかに地元の医療や介護保険

サービスにつなぐこと」を重視している 15)。

「JRAT の活動は地域包括ケアにも通じる“地域

リハマインド”が基盤」となっているため、リハ

関連職が日頃から積極的に地域リハ活動に参加

することを推奨している 17)。 

 ヒアリングの結果、長崎では「災害時も機能

する地域包括ケア時代の見守り・支え合いシス

テム」の構築を進めていることが明らかになっ

た。 

 

 

3) 日本赤十字社 

日本赤十字社は、昭和 27年に日本赤十字社法

が制定されたことにより、中立性をもった人道

的な活動を行う認可法人として多様な活動をし

ている 18, 19)。各地域での防災計画・地域医療計

画と病院業務継続計画との連動に関しては、赤

十字病院と赤十字ボランティアとの連動を模索

していることは、今後の発展が期待できると考

えられた。 

 グループで活動している赤十字ボランティア

形態として、市区町村ごとに組織された「地域

赤十字奉仕団」、おおむね 18～30歳の社会人や

学生などで組織された「青年赤十字奉仕団」、さ

まざまな専門技術や職業を活かして活動する

「特殊赤十字奉仕団」の３種類が存在する 18)。 

 特に基礎自治体との繋がりの強い「地域赤十

字奉仕団」では、医療・介護連携の強化を進め

る取り組みを赤十字病院とモデル活動を開始し

ている。現段階で「災害医療」との連動ではな

いが、日本赤十字社の災害救護規則で災害救護

活動は位置づけられている。また、日本赤十字

社は災害対策基本法における「指定公共機関」

であり、また災害救助法（救助協力義務）・大規

模地震対策特別措置法等（救護業務）での役割

もある。現在進めている赤十字病院の関与する

地域での医療・介護連携の強化は、災害発生時

には絶大な効果を発揮するものと考えられる。 

 ヒアリングの結果、少なくとも次の 4 病院の

地域で、病院と医療・介護連携の強化が進めら
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れていることが明らかになった。 

 

3-1) 石巻赤十字病院 

 病院内の医療社会事業課に赤十字普及担当専従職

員を配置（支部との連携強化） 

 副院長による石巻地区小中学校対象に「防煙教室」

「たばこと健康教育教室」の開催時の赤十字普及

活動 

3-2) 武蔵野赤十字病院 

 武蔵野市の高齢者福祉計画の・第 7 期介護保険事

業計画に協力 

 認知症サポーター養成講座の開催と行政からの講

師の招聘 

 地域における訪問看護等の協議会の担当 

 地域におけるサロン事業の展開 

 地域での総合防災訓練における医師会、住民との

連携 

 老人会、地域の会合への職員の参加 

 病院の医療社会事業課を窓口とした、地域の小中

学校への医療職の講師派遣 

3-3) 岐阜赤十字病院 

 病院内の在宅支援室に地域住民から医療・介護・

生活に関する相談窓口を設け、選任職員を配置 

 早田地域日赤奉仕団による「そっと見守り隊」結

成（何かあれば岐阜赤十字病院の在宅支援室に連

絡し民生委員につながるシステムの構築）：行政・

社会福祉協議会・自治会・民生委員・病院・介護

保険事業所・地域包括支援センターとの協働 

2-4) 今津赤十字病院 

 病院の在宅医療連携室に専門スタッフを配置し、

高齢者の健康・福祉についての相談対応やボラン

ティアの受け入れ 

 地域の 9施設からなる「今津福祉村」への参画 

 災害時に活用できる健康生活支援講習の導入によ

り、医師、看護師以外のメディカルスタッフの参

加の増加 

 

Ｄ．考察 

１．災害は脆弱な高齢者を襲う 

 本分析で、国内外を問わず、災害は脆弱な高

齢者を襲うことが明らかになった。世界で最も

高齢化が進む我が国においては、地域医療関係

者を含むあらゆるセクターが、災害対策に一層

取り組む必要がある。 

 東日本大震災で、防ぐことのできた災害死の

研究においても、災害拠点病院のみならず、す

べての医療機関における業務継続計画（BCP）

の策定が必要であることを示唆している 20)。 

 

２．医療制度の枠外のシステムとの連動 

米国では、災害に強い地域づくりをめざした

Healthcare Coalitionが政府の病院災害対策の柱

となっていた。予算の削減に直面しているもの

の、災害に強い地域づくりを目指す地域医療の

在り方は、政府の災害対策の大方針であると考

えられる。 

我が国で、この考え方に整合する手がかりと

して、Healthcare BCPコンソーシアムの開発し

た病院評価基準の 3 領域で整理すると理解しや

すい（表 3）21-23)。第 1 領域で病院での業務継

続計画（BCP）の作成を促し、第 2領域で医療・

介護連携の強化を、第 3 領域でさらに広いセク

ターとの連動を促している。 

 

表 3. 病院評価基準の 3領域* 

第 1領域 病院としての機能存続と地域におけ

るリーダーシップ 

第 2領域 
災害への備えとしての「医療・介護連

携」の推進と支援 

第 3領域 地域における防災力の向上への支援 

*Healthcare BCPコンソーシアムの評価基準 21-23) 

 

1) 地域包括ケアシステムとの連動 

 本研究で確認できた 3 つの組織では、すべて

医療・介護連携を強化していた。これは、介護
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保険制度の基盤にある「地域包括ケアシステム」

との連動を目指していることを意味する。 

 地域包括ケアシステムとは、「高齢者の尊厳の

保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な

限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人

生の最期まで続ける」ことを目指して構築が進

められている地域の包括的な支援・サービス提

供体制のことである 24)。保険者である市町村や

都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、

地域の特性に応じて作り上げていくことを求め

ていることに特徴がある 25)。 

 地域包括ケアシステムは「植木鉢」のイラス

トをイメージとして説明されることが多い（図

3）24, 25)。「医療・介護」は植木鉢のひとつの「葉」

として表現されている。本研究テーマである「災

害に強い地域づくりに寄与する医療の在り方」

という観点からは、「葉」である医療・看護の拠

点組織が、植木鉢全体に「災害への備え」に関

する技術移転・普及啓発を図ること目指してい

るととらえることができるかもしれない。 

 

図 3. 地域包括ケアシステムのイメージ 24, 25) 

 

2) さらに広いセクターとの連動 

 本研究で、モデルとして取り上げた労働者健

康安全機構と日本赤十字社では、医療・介護連

携を超えさらに広いセクターとの連動の可能性

を示唆していた。具体的には、和歌山ろうさい

病院における「学校・保育園・幼稚園」への出

張研修であり、災害医療ではないものの地域赤

十字奉仕団における赤十字病院との連動である。 

 これらの地域社会の「基層」ともいうべき組

織との病院活動との連動は、病院が地域を包括

的にとらえる契機となる可能性を秘めている。

換言すれば、地域医療計画と地域防災計画との

連動の手掛かりともいうべき取り組みと考える

ことができる。 

 医療と地域社会の基層の組織との連携に関し

ては、「地区防災計画」との連携の模索が始まっ

ている 23)。地区防災計画は、災害対策基本法の

改正で 2013 年 6 月に創設された 26)。従来のト

ップダウンの行政主導の地域防災計画に加えて、

ボトムアップの住民主導の地区防災計画が必要

との判断に基づく新しい取り組みと位置付けら

れている 27)。 

 

３．本テーマの背景にある基本的な論点 

「防災計画・地域医療計画と病院業務継続計

画との連動」というテーマの背景には、連動の

在り方に関する論点を整理する必要がある。こ

れは連動をめざす「圏域」の設定につながるか

らである。 

1) 自助・互助・共助・公助について 

 介護保険では、自助・互助・共助・公助につ

いての議論がなされてきた（表 4）。ただし、そ

の文脈には「地域差」があり、自助・互助・共

助・公助の適切なバランスを模索する必要があ

るとされ 25)、明確な原則は示されていない。な

お、介護保険法第 4 条で、皆保険給付の前提と

して、国民が自らの健康増進を行い、要介護状

態になることを予防するよう努める義務を定め

ており、「共助」の前に「自助・互助」が優先さ

れる方向性は指摘されていた 25)。「防災計画・地

域医療計画と病院業務継続計画との連動」とい
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うテーマへの明確な手がかりを得られる段階で

はないと考えられた。 

表 4. 地域包括ケアと自助・互助・共助・公助* 

自助 自分のことを自分でする／自らの健康管理（セルフケ

ア）／市場サービスの購入 

互助 当事者団体による取組／有償ボランティア／ボランテ

ィア活動／住民組織の活動 

共助 介護保険に代表される社会保険制度及びサービス 

公助 一般財源による高齢者福祉事業等／生活保護 

*地域包括ケア研究会 25) 

 

 

2) 補完性原則 

一方で、「補完性原則」という観点からは、「連

動」の基本単位である「圏域」の規模に関する

手がかりが示唆されていると考えられた。この

原則は、「基本的には個人や小規模グループので

きないことだけを政府がカバーする」とする考

え方である。従来から存在していたが、その言

葉（principle of subsidiarity）自体が法的文書に

初めて明記されたのは、1992年2月に調印され、

1993 年 11 月に発効した EU のマーストリヒト

条約（EU文書）であるといわれている。 

我が国では、地方分権時代の基礎自治体の在

り方を考える上での観点として、平成 15 年

（2003 年）に、次の通り初めて登場した（第

27次地方制度調査会「今後の地方自治制度のあ

り方に関する答申」平成 15年 11月 13日）。 

○ 今後の我が国における行政は、国と地方の役

割分担に係る「補完性の原理」の考え方に基

づき、「基礎自治体優先の原則」をこれまで以

上に実現していくことが必要である。基礎自

治体の規模・能力はさらに充実強化すること

が望ましい。 

○ 地方分権改革が目指すべき分権型社会におい

ては、住民自治が重視されなければならず、

住民や、コミュニティ組織、NPOその他民間

セクターとも協働し、相互に連携して新しい

公共空間を形成していくことを目指すべき。 

3) 基礎自治体等の人口規模と圏域の考え方 

以上から、本研究のテーマの基本となる「圏

域」の人口規模に関して考える。表 5 は、西欧

の 4 か国における基礎自治体に関する人口規模

を示したものである 28)。基礎自治体の下部単位

である「凖自治体」を含めると、4 か国におい

て最も小さな圏域の単位は、約 2,000 人（イギ

リス凖自治体とフランス基礎自治体）から 7,000

人（ドイツ基礎自治体）と、1 万人以下であっ

た。 

 

表 5. 西欧 4 か国の基礎自治体の人口規模* 

 イギリス フランス ドイツ スウェーデン 

国 
面積 (km2) 241,752 551,695 357,111 450,295 
人口 (万人) 6,180 6,699 8,177 959 

広 

域 

自 

治 

体 

名称 (カウンティ) デパルトマン クライス(郡) ランスティング 

自治体数 [27] 96 412 20 
平均面積 

 
5,515 867 22,498 

平均人口 
 

68 20 45 
基 

礎 

自 

治 

体 

名称 ユニタリー他 コミューン ゲマインデ コミューン 

自治体数 406 36,673 11,993 290 
平均面積 669 15 30 1,553 
平均人口 15.2 0.2 0.7 3.3 

準 

自 

治 

体 

名称 パリッシュ他 なし なし パリッシュ 

自治体数 約 120,000 
  

約 2,600 

平均面積 約 11.0 
  

約 173.0 

平均人口 約 0.2 
  

約 0.4 

*福島康仁（2018）28) 

 

 ここで、我が国の基礎自治体の人口規模を表

6 に示す。我が国の場合は、基礎自治体である

市町村は約 7,3000人と、前述の 4か国において

最も小さな圏域単位よりも大きい。4 か国の中

での最小単位の圏域に最も近いのは、市町村に

複数ある「地域包括ケア」の圏域で平均約24,000

人であった。我が国で想定している最小単位の

圏域の人口は、西欧 4 か国のそれより大きいこ

とが示唆された。 

表 6. 我が国の基礎自治体の人口規模 
 

日本 
面積(km2) 377,829 

人口(万人) 12,791 

広域自治体 都道府県 参考：二次医療圏 

自治体数（圏域数） 47 （335） 

平均面積(km2) 8,039 1,126 

平均人口(万人) 272 38 
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基礎自治体 市町村 参考：地域包括ケア圏域 

自治体数（圏域数） 1,718+23 (5,270) 

平均面積(km2) 217 71 

平均人口(万人) 7.3 2.4 

（準自治体） 

なし 

【参考】 

自治会／消防団／地区分区（日本赤

十字社）、地区防災計画・・・ 

 

4) 関連計画と病院業務継続計画 

防災計画・介護保険計画・地域医療計画と業

務継続計画との関連を表 7 に整理した 23)。地区

防災計画には明確な日常圏域があり、介護保険

事業計画には明確な地域包括ケア圏域がある。

一方、医療では、ゆるやかな医療圏を国・都道

府県が定めているものの、病院をはじめとした

医療施設が「責任」を持つ医療圏は、救急医療

の領域を除いて存在しない。ここでいう責任と

は、地区防災計画のメンバーや介護保険の要支

援・要介護者のように、公的制度から存続的な

支援が義務的に求められることを意味する。 

 

表 7. 関係する計画と病院事業継続計画 

 

 

４．地域で求められる役割分担と病院 BCP 

1) 地域医療計画と病院 BCPとの連動 

 以上の考察から、防災計画・地域医療計画と

病院の業務継続計画との連動を考える場合、基

礎となる圏域の候補として、西欧 4 か国での基

礎自治体の規模に最も近い「地域包括ケア」圏

域（平均人口約 2.4万人）は有望と考えられた。

なお、吉里吉里地区の東日本大震災前の人口は、

次の通り約 2,500人であった 16)。 
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 東日本大震災の大津波で町の行政機能が破綻し

た岩手県大槌町（震災前人口約 1.6 万人）の住

民の避難所のひとつ（吉里吉里小学校）では「独

立精神で避難所の自主運営」が行われ、「ボラン

ティアお断り」を宣言した。 

 この吉里吉里地区の震災前の人口は約 2.500 人

であり、小・中学校、それに寺・神社が 1つず 

つあり、地域住民のほとんどが同級・同窓生で

地域のつながりが強く、昔から消防団活動が地

域の絆の要となっていた。 

  災害に強い地域を考える場合、基礎となる

圏域の候補として「地域包括ケア」圏域があり、

この圏域には、さらにいくつかのまとまりを想

定する必要がある可能性が考えられた。その候

補には、自治会や消防団、赤十字奉仕団や地区

防災計画などが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4. 医療圏での災害への備えと業務継続計画* 

*伊藤、蛭間、野口、有賀（2021）23)および丸山（2021）29) 

 

 一方「地域包括ケア」圏域には、地域密着型

病院や診療所が存在すると考えられる。この「地

域包括ケア」圏域を基礎にして、複数の圏域を

たばねる災害医療拠点として、災害拠点病院を

考えるのが自然ではないだろうか。以上をイメ

ージしたのが図 4である。 

 

2) 評価の観点 

 最後に、「地域包括ケア」圏域を基礎とした地

域における防災計画・地域医療計画と連動する

病院の業務継続計画を「評価」する場合、病院

の特徴で評価の重みが異なることは明確である。 

 災害拠点病院の場合は、各地域包括ケア圏域

に存在する医療拠点である地域密着型病院や診

療所との連携を強化する必要がある。一方、地

域密着型病院や診療所は、災害医療の基礎とな

る「地域包括ケア」圏域での主役としての意識

を持ち、医療・介護連携の強化とともに、さら

に小さな地域の単位の組織との連携を深める必

要がある。 

 表 8に、以上の観点を Healthcare BCPコン

ソーシアムが開発した評価基準に対応させて整

理した。 

 

表 8. HBCの評価基準との関連 

評価基準（version 2.1）* 
災害 

拠点 

病院 

地域 

密着 

病院 

1. 病院の機能存続と地域でのリーダーシップ   

   1.1. 災害への備えを進めるための組織体制 ◎ ◎ 
   1.2. 病院 BCPの実効性 ◎ ◎ 
   1.3. 自院が対象とする圏域の把握 ◎ ◎ 

2. 医療・介護連携の推進支援   

  2.1. 医療・介護連携の強化を促す院内体制 〇 〇 

  2.2. 医療関連団体に対する災害への備えに関する啓発 ◎ 〇 

  2.3. 医療介護組織の災害医療の啓発活動への支援 ー ◎ 

3. 地域における防災力の向上への支援 
  

  3.1. リーダーシップ発揮のための院内体制 〇 〇 

  3.2. 日頃関係のある組織との連携状況 ◎ ◎ 

  3.3. 日頃関係の薄い組織との連携状況 ー ◎ 

 

Ｅ．結論 

災害の高齢者への影響の分析と日米での取り

組み事例の収集に基づき、本報告では、防災計

画・地域医療計画と病院業務継続計画との関連

性や可能性を模索し、我が国で求められる地域

医療の在り方を考察した。その結果、（１）我が
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国が近年経験した地震および風水害において、

被災者に占める高齢者の割合は、当時の住民の

高齢者割合より高く、（２）米国では各地域での

医療・介護連携（Healthcare Coalition）の強化

の必要性が認識されていた。労働者健康安全機

構、日本赤十字社および日本災害リハビリテー

ション支援協会において先進的な事例が確認で

きた。また海外の基礎自治体の規模の分析から、

発災時に各地域で自立的に機能する単位として

「地域包括ケア」の圏域は有望と考えられ、平

時から医療・介護連携を推進することの重要性

を示唆していた。本研究結果は、災害拠点病院

は地域密着型病院への災害への平時の備えを促

し、地域密着型病院は地域の医療・介護組織や

ボランティア組織など様々な地域組織との連携

を通して災害への平時の備えを促す役割が期待

されていることを示唆している。 
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